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Many Japanese automobile companies have expanded into Mexico since 2012 to take advantage of
North American Free Trade Agreement (NAFTA), mainly for the purpose of exporting their cars to the
US market. As a result, a large industrial agglomeration has been realized by many Tier-1 Japanese
automobile companies in the central plateau region of Mexico. On the other hand, due to the
vulnerability of the automobile supporting industry in Mexico, Japanese automobile companies have
procured many of the raw materials and parts essential for their manufacturing from the Asian region,
from the viewpoint of maintaining quality and reducing costs. The new standards of the U.S. –Mexico –
Canada Agreement (USMCA) standards, which came into force on behalf of NAFTA in July 2020, have
become stricter for Japanese automobile companies in Mexico. The main new regulations are to raise the
local procurement rate and to enact wage clauses. It is need to procure many of the high value-added
parts from regions with an hourly wage of 16 dollar or more, there is no region in Mexico that meets this
standard. Therefore, in principle, it must be procured high value-added parts from the US or Canada. In
order for Japanese automobile companies to utilize USMCA and export their automobiles from Mexico
to the US market without tariffs, it is necessary to consider reorganizing the supplier network in Mexico.
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ものの，1980 年～2000 年の平均値は 11 件となっている。投資件数が顕著な
のは，1999 年でありこの年には好調な米国経済に下支えされ，投資件数が伸
びたと考えられる（グラフ-1）。
2005 年の日墨 EPA 発効後，メキシコに進出する日系企業数は増加の傾向を
示している。主な要因は，グアナファト州におけるマツダやホンダの完成車新
工場の建設である。2010 年以降バヒオ (Bajío) 地区を中心に日系企業数が劇的









7.4 0.0 0.0 69.7 9.5 67.2 -12.7 -31.9 -3.9 0.0
建設業 -3.1 -0.3 0.2 0.0 2.3 12.5 -5.2 14.6 -1.7 0.0
製造業 1,437.8 658.0 424.6 246.4 320.9 703.5 239.3 425.8 563.7 719.9
商業 8.6 13.7 18.1 69.4 20.4 29.3 57.8 55.1 30.7 18.5
その他 1.8 2.8 4.9 15.9 35.0 27.0 33.4 -2.3 84.1 76.3
投資額合計 1,452.5 674.1 447.8 401.4 388.0 839.5 312.6 461.2 673.0 814.8





-11.8 501.6 95.1 106.4 270.6 -125.0 12.1 6.1 -12.6
建設業 10.5 0.0 46.7 52.0 129.2 -14.3 32.5 77.4 53.4
製造業 717.7 744.1 912.8 1,891.0 1,581.4 2,141.0 1,658.1 1,346.9 1,350.3
商業 -3.0 21.8 20.3 61.6 87.1 169.3 222.9 47.7 161.7
その他 46.5 42.2 18.0 237.6 77.3 105.9 124.7 299.5 88.5
投資額合計 759.8 1,309.7 1,092.9 2,348.6 2,145.7 2,276.9 2,050.3 1,777.6 1,641.3
出所：メキシコ経済庁外国投資管理当局 (DGIE : Dirección General de Inversión Extranjera) の資料を
基に筆者作成。

























































































































































ィファナに参入した。1990 年までに，日系家電メーカー 5 社がマキラドーラ
を活用する形でメキシコに参入を果たした5)。



























5) 1991 年には約 40 社の日系企業がメキシコに参入し，そのほとんどが家電メーカーであっ
た（上田，2000:984）。







































































市に第 2 工場を設立し，2014 年に操業を開始した。セラヤ市のホンダ工場は


































































































































る。メキシコ経済庁が発行する“国家外国投資登録 (RNIE: Registro Nacional de
Inversiones Extranjeras8)）”のデータによれば，2019 年時点の日系自動車関連企業
は 15 州で登記され，合計 188 社であるが，その内 129 社がバヒオ地区および
その近郊の 5 州（アグアスカリエンテス州，グアナファト州，ケレタロ州，サンル
イスポトシ州，ハリスコ州）に集中しており，全体の約 69％を占めるに至って
いる。2009 年までは，日系自動車関連企業の合計が 46 社であったことを鑑み
ると，2010 年以降，実に 142 社の進出があったことになる。その多くがバヒ
8) メキシコ経済庁が発行する“国家外国投資登録 (RNIE: Registro Nacional de Inversiones
Extranjeras)”における日系企業の定義は，日本からの出資比率が 10％以上のものである。







ケレタロ州，サンルイスポトシ州，ハリスコ州）への 2010 年～2019 年の進出動向
を見ると，グアナファト州への進出数が突出している。これら 5 州の 2010 年
～2019 年の登記総数は 116 社であるが，グアナファト州では 57 社が登記さ
れており，全体の約 49％を占めている。年別の登記時期を見ると，マツダお
よびホンダの新規工場の本格稼動である 2014 年に向けて，2012 年～2014 年
に登記が集中している。2012 年には 5 州合計で 41 社，2013 年には 17 社，
2014 年には 16 社の登記があり，2012 年～2014 年の合計は 74 社となり，
2010 年～2019 年の登記総数の 116 社と比較して約 64％を占めている。その
後，2016 年に再度 5 州合計で 16 社の登記が見られたが，2017 年～2019 年の



















アグアスカリエンテス (AGS) 5 1 17 23
バハ・カリフォルニア (B.C.) 1 1 2 4
チワワ (CHIH) 1 1 1 3
メキシコ市 (CDMX) 1 1 15 17
コアウイラ (COAH) 1 4 5
グアナファト (GTO) 2 1 57 60
イダルゴ (HGO) 1 1
ハリスコ (JAL) 10 10
メキシコ (MEX) 1 1
ヌエボレオン (N.L.) 2 4 8 7 21
プエブラ (PUE) 1 1
ケレタロ (QRO) 1 15 16
サンルイスポトシ (SLP) 3 17 20
タマウリパス (TAMPS) 3 1 1 5
サカテカス (ZAC) 1 1
合計 1 1 1 5 16 22 142 188






Estadístico Nacional de Unidades Económicas) によると，2019 年末時点の自動車部品
製造企業の事業所数は 2130 社であり，分野別に見ると，電子・電気系統（473
社）が最も多く，次いでシート・内装（370 社），金属・プレス部品（286 社），



















出所：国立統計地理情報院 (INEGI) 全国事業所統計ダイレクトリー (DENUE:

















2010 年 1 1 2
2011 年 1 4 1 1 7
2012 年 5 26 2 3 5 41
2013 年 3 6 4 4 17
2014 年 3 7 1 1 4 16
2015 年 1 2 3 1 7
2016 年 3 11 2 3 2 21
2017 年～




17 57 10 15 17 116















































出所：国立統計地理情報院 (INEGI) 全国事業所統計ダイレクトリー (DENUE:










































ラインズ自動車部品企業データベースによると，2020 年 11 月時点の自動車部
品企業数はタイ：2068 社，インドネシア：813 社，メキシコ：1856 社となっ






















組立 550 297 54％ 224 125 56％ 575 130 23％
機械加工 462 263 57％ 210 134 64％ 499 85 17％
プレス 572 284 50％ 235 119 51％ 514 98 19％
鋳造 44 17 39％ 14 6 43％ 29 2 7％
鍛造 59 31 53％ 24 15 63％ 39 13 33％
樹脂成形 150 74 49％ 54 29 54％ 124 30 24％
熱処理 115 74 64％ 52 33 63％ 109 19 17％
塗装 112 61 54％ 53 33 62％ 131 20 15％
メッキ 82 58 71％ 42 26 62％ 86 18 21％













北米自由貿易協定 (NAFTA) の再交渉が，カナダが合意することで 2018 年 9
月末に終了し，2018 年 11 月 30 日に米国・メキシコ・カナダ協定 (USMCA)
として署名された。制定された新基準は，メキシコの自動車産業にとってきび
しいものとなった。主に改定された点としては，調達要件 (RVC: Regional Value
Content)，ならびに賃金条項 (LVC: Labor Value Content) がある（表-5）。新基準で
は，完成車の RVC において，域内調達率が現行の 62.5％から段階的に 75％
まで引き上げられた。現状，米国に工場を所有する日系完成車メーカーは対応
出来る可能性があるが，米国に独自の工場を所有しない日系完成車メーカーに
は厳しいものとなっている。賃金条項 (LVC: Labor Value Content) にある“乗用車
は部材の 40％を時給 16 ドル以上の地域で生産する”という条項を加味すると，
実質 Core Parts の多くはメキシコでは生産不可能ということになる12)。従って，






ビュー調査：2020 年 11 月実施
12) メキシコの法定最低賃金は 2020 年時点で一般的に日給 123.22 ペソ（約 640 円：1 ペソ
＝ 5.2 円で計算）であり，メキシコ北部のアメリカ国境付近地域の最低賃金は日給 185.56















本から調達していることによる13)。主要部品 (Principal Parts) に該当するシート
は，段階的に域内調達率が引き上げられ最終的には 70％に達する。Core Parts
のみならず，Principal Parts を製造している企業にとっても，新基準は部品・








年後に 72％，3 年後に 75％）
基幹部品
Core Parts (*1) 同じく 75％に引き上げる。
主要部品
Principal Parts (*2)
同じく 70％に引き上げる。（発効時は 62.5％，1 年後に




同じく 65％に引き上げる。（発効時は 62％，1 年後に





乗用車は部材の 40％，ライトトラックは同じく 45％を時給 16 ドル以上の地域
で生産する。（協定の発効時は 30％，1 年後に 33％，2 年後に 36％，3 年後に











補完部品 (Complementary Parts) に関しては，生産コストを維持したまま，地場
資本企業の活用によっては対応できる可能性が残されている。この点について，




























2020 年 8 月に発効した USMCA における新基準は，メキシコに進出してい
る日系自動車関連企業に，部品調達先を変更させる選択を迫ることになった。
域内調達率の引き上げ（現行の 62.5％から 75％への引き上げ）は，メキシコから








16 ドル地域の創造が難しい事から，アメリカで Core Parts を製造し，メキシ
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